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放送サービス契約約款

第１章　総則

第１条 （約款の適用）

シーシーエヌ株式会社 （以下 「ＣＣＮ」 といいます。） は、 放送法の規定に従い、 この放送サービス

契約約款（料金表含む。 以下「約款」といいます。）を定め、これに基づき放送サービスを提供します。

第２条 （約款の変更）

ＣＣＮは、 この約款を変更することがあります。 この場合には、 料金その他の提供条件は、 変更後

の放送サービス契約約款によります。

第３条 （用語の定義）

この約款において、 次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。

用語 用語の意味

有線一般放送施設
有線一般放送を行うための機械、 器具、 電線その他の電気的設備で、 放送

センター （ヘッドエンド） から引込設備までをいう。

放送サービス 有線一般放送施設を利用して映像、 音響および符号等を送信すること。

加入契約 ＣＣＮから放送サービスを受けるための契約。

加入申込 加入契約の申込。

加入申込者 加入申込をした者。

加入者 ＣＣＮとの加入契約が成立した者。

代理店
ＣＣＮと代理店契約を締結し、 加入契約の取次、 宅内設備の工事および保守

等を行う者。

受信機 加入者宅内のテレビ受像機。

STB
セットトップボックスの略で、 ＣＣＮが貸与し、 放送サービスを受信するため

に受信機に接続されたコンバーター。

ケーブルプラス STB

録画機能とＣＣＮが別に提供するインターネット接続サービス契約約款に定め

るＣＣＮインターネット加入者回線に接続される電気通信設備の両方の機能

を有する STB で品番が C02AS4 シリーズのもの （以下 「C+STB-1」 と

いいます。） および C02AS5 シリーズのもの （以下 「C+STB-2」 といい、

「C+STB-1」 と合わせて 「C+STB」 といいます。）。

V-ONU
ＣＣＮが貸与し、 放送サービスを受信するために光信号を電気信号に変換す

る装置。

B-CAS カード

STB に挿入されることにより STB を制御する、 IC を組み込んだ株式会社

ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ（以下「B-CAS」といいます。）

が貸与するカード。

C-CAS カード
STB に挿入されることにより STB を制御する、 IC を組み込んだＣＣＮが

貸与するカード。

ACAS チップ
STB に搭載されることにより STB を制御する、 現行の B-CAS 方式およ

び４K 放送に対応したチップ。

引込設備
加入者が放送サービスを受信するため、 有線一般放送施設のうち引込点か

ら加入者宅の保安器または V-ONU までに設置された引込線および機器。

宅内設備
加入者が放送サービスを受信するため、 加入者宅の保安器または V-ONU

の出力端子から受信機までに設置された宅内線および機器。

対応集合住宅
ＣＣＮが建物所有者または管理者との間で契約を締結することにより、 ＣＣ

Ｎの設備が導入された集合住宅。

契約書面

加入申込者の氏名、 住所、 放送サービスを受ける受信機の台数、 利用を希

望する放送サービスの種類等所定の事項を記入した加入申込書または加入

申込書式の控え。

ＣＣＮサイト
ＣＣＮが加入方法やサービスの詳細などを掲載し、 インターネット上に公開す

るページ。 https://ccn-catv.co.jp/ の URL で公開。

第２章　契約

第４条 （加入契約の単位）

加入契約は 1 引込設備ごとに締結するものとします。

２	 1 引込設備により複数世帯、 複数法人 ・ 団体が加入する場合には、 原則として各世帯、 また

は各法人 ・ 団体ごとに加入契約を締結するものとします。

３	 単一の法人 ・ 団体の場合であっても、 ホテルの客室、 病院の病室、 学校の教室またはこれら

に準ずる単位の場合には、 原則として受信機ごとに加入契約を締結するものとします。

第５条 （加入申込の方法）

加入申込をするときは、 次のいずれかの方法で行うものとします。

（１）	必要事項を記入したＣＣＮ所定の加入申込書をＣＣＮまたは代理店に提出する方法。

（２）	ＣＣＮサイトから必要事項を入力した加入申込書式をＣＣＮへ送信する方法。

第６条 （加入契約の成立）

加入契約は、 ＣＣＮが加入申込内容を審査し、 承諾したときに成立するものとします。

２	 ＣＣＮは前項の定めにかかわらず、 次の各号の場合には加入申込を承諾しないことがあります。

（１）	引込設備および宅内設備の設置、 または保守することが技術上著しく困難な場合。

（２）	引込設備の設置、 または保守することが著しく高額となる場合。

（３）	加入申込者が放送サービスの料金、 または工事費の支払いを怠る恐れがある場合。

（４）	ＣＣＮの業務の遂行上著しい支障がある場合。

第７条 （加入契約の種類）

加入契約には引込設備に光ケーブルを用いる一般契約と、 次の特殊契約があります。

種類 内容

対応集合住宅契約
対応集合住宅でＣＣＮの放送サービスを受ける場合。 建物所有者、 または管理者

との契約により、 タイプ１〜４の区分がある。

山県契約 山県市において、 ＣＣＮの放送サービスを受ける場合。

上之保契約 関市の上之保地域において、 ＣＣＮの放送サービスを受ける場合。

下呂契約 下呂市において、 ＣＣＮの放送サービスを受ける場合。

郡上契約
郡上ケーブルテレビネットワーク施設 （以下 「GCN」 といいます。） の放送サー

ビスを契約している者が、 ＣＣＮの放送サービスを受ける場合。

業務契約
ホテル ・ 飲食店 ・ 事業所 ・ 施設等で、 不特定多数に向けてＣＣＮの多チャンネル

放送サービスを利用する場合。

電波障害対策契約

高層ビルの建設等によりその周辺に地上放送の受信障害を引き起こした者の補

償によって、 ＣＣＮの有線一般放送施設を介して地上放送を受信している者が、

ＣＣＮの放送サービスを受ける場合。

共聴契約
共聴施設などの利用者が、 一括してＣＣＮの有線一般放送施設に切り替え、 放送

サービスを受ける場合。

第８条 （初期契約解除等）

加入者は、 工事を完了した日 （工事がない場合、 ＣＣＮがお客様に対しお伝えした利用開始日） か

ら起算して 8 日を経過するまでの間、 書面により契約の解除を行うことができるものとします。

２	 初期契約解除は加入者が書面を発したときに生じます。

３	 書面には、工事を完了した日 （工事がない場合、ＣＣＮがお客様に対しお伝えした利用開始日）、

申込内容、 加入者住所、 氏名、 捺印、 申込の撤回等を行うことを明記しＣＣＮまで提出するものと

します。 郵送で行う場合は該当書面をＣＣＮが受理したときに初期解除制度の効力が生じます。 な

お、 当該郵便に付された消印日が初期解除期間を超過している場合、 ＣＣＮは該当書面を受理しま

せん。

４	 加入者は、 約款に規定のある場合及び次の場合を除き、 損害賠償もしくは違約金その他金銭

等をＣＣＮより請求されることはありません。

（１）	初期契約解除までの期間において加入者が提供を受けた利用料金。

（２）	料金表に定める解約 ・ 解除手数料。

（３）	既に工事が実施された場合の料金表に定める工事費。

５	 初期契約解除制度を利用された場合、 契約に関してＣＣＮが金銭等を既に受領している場合、

ＣＣＮは第４項第１号および第２号並びに第３号に定める利用料金等を除き、 加入者に返還します。

６	 ＣＣＮが初期契約解除制度について、 加入者へ事実と異なることを告げたことにより、 告げら

れた内容を事実であると誤認し初期契約解除制度を加入者が利用できなかった場合は、 ８日間を

経過した場合でも契約の解除を行うことができます。 その場合は、 改めて契約解除ができる旨を

記載した書面を加入者が受領した日から起算して８日を経過するまでの間、 書面により契約の解除

を行うことができるものとします。

第９条 （加入申込書または加入申込書式記載事項の変更）

加入者は、 その氏名、 名称の変更、 住所の表示変更、 金融機関口座の変更等、 加入申込書または

加入申込書式の記載事項に変更のある場合、 速やかにＣＣＮに届け出るものとします。

２	 加入者は、 前項の場合、 料金表に定める変更手数料を支払うものとします。

第１０条 （解約）

加入者は、 加入契約を解約しようとする場合、 解約を希望する日の 30 日以前にＣＣＮに届け出る

ものとします。

２	 加入者は、 前項の場合、 料金表に定める諸費用を支払うものとします。

第１１条 （解除）

ＣＣＮは、 第２３条 （放送サービスの停止） の規定により放送サービスの提供を停止された加入契

約について、 加入者がなおその事実を解消しない場合、 その加入契約を解除することがあります。

２	 ＣＣＮは、 加入者が第２３条 （放送サービスの停止） 第１項各号のいずれかに該当する場合、

その事実がＣＣＮの業務遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められるときは、 前項の規定にかかわ

らず直ちに加入契約を解除することがあります。

３	 ＣＣＮが対応集合住宅の建物所有者または管理者との間で契約を締結した放送サービスを解除

した場合、 ＣＣＮは、 対応集合住宅加入者との加入契約を解除します。

４	 ＣＣＮは、 前項により加入契約を解除しようとする場合、 あらかじめ加入者にその旨を通知す

るとともに、 加入者は料金表に定める諸費用を支払うものとします。

５	 ＣＣＮは、 加入者が本約款に違反する行為を行い、 加入者に対し催告したにもかかわらず１４

日以内に当該違反が是正されないときは、 加入契約を解除することがあります。

６　CCN は、 加入者の相続人等が、 CCN に対し、 CCN が加入者の死亡を知った日から３０日以

内に何らの連絡をしなかったときは、 加入契約を解除することができます。 この場合、 CCN は、

加入者の相続人等に対し、 契約工事費及び違約金の請求をすることはありません。

７　CCN は、 加入者及びその関係者の CCN に対するクレーム又は言動について、 当該クレーム又

は言動の内容の妥当性に照らして、 その要求を実現するための手段又は様態が社会通念上不相当

なものであり、 当該手段又は様態によって CCN の労働者の就業環境が害されると判断した場合、

加入契約を解除することができます。

第１２条 （契約終了時の取扱い）

ＣＣＮは、 解約または解除により加入契約が終了する場合、 引込設備、 STB、 C-CAS カードおよ

び 「B-CAS カード使用許諾契約約款」 に基づき B-CAS カードを撤去するものとし、 撤去に伴い

加入者が所有または占有する家屋、 敷地、 構築物などの復旧を要する場合、 その費用は加入者が

負担するものとします。 また加入者は、 引込設備、 STB、 C-CAS カード、 B-CAS カードの撤去

に伴う、 料金表に定める撤去工事費を別途支払うものとします。

２	 加入者は、 解約または解除により加入契約が終了する場合、 終了の日までに発生した料金そ

の他の債務を加入契約の終了の日に支払うものとします。

３	 ＣＣＮは、 解約または解除により加入契約が終了する場合であっても、 加入契約金は返還しな

いものとします。



イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
接
続
サ
ー
ビ
ス

電
話
サ
ー
ビ
ス

3

放
送
サ
ー
ビ
ス

第３章　サービスの内容

第１３条 （放送サービスの種類）

ＣＣＮは、 定められた業務区域内で、 加入者に対し次の放送サービスを提供します。

（１）	地上放送サービス

	 	加入者の受信機で地上同時再放送を視聴できるようにするサービス。

（２）	BS 放送サービス

	 	加入者の受信機で地上同時再放送および BS 同時再放送を視聴できるようにするサービス。

（３）	多チャンネル放送サービス

	 	加入者の受信機で BS 放送サービスおよびＣＣＮが貸与する STB で BS 同時再放送並びに

	 	ＣＣＮが定める CS デジタル放送を視聴できるようにするサービス。

（４）	オプションチャンネル

	 	多チャンネル放送サービスの加入者が料金表に定めるオプションチャンネル利用料を支

	 	払った場合にのみ、 視聴できる有料チャンネル。ただし、WOWOW の有料放送は含まない。

２	 前項に定める基本放送サービスには、 以下の契約条件があります。

種類
契約条件

サービス コース

地上放送

サービス

ベーシック

光テレビ 地デジ
山県契約、 上之保契約、 下呂契約を除き新たな加入の申込不可。

コミュニティ

美濃市地内および一定の地域において、 その地域内の世帯が一

括加入する場合に限る。

新たな加入の申込不可。

BS 放送

サービス

光テレビ BS 地デ

ジ
対応集合住宅契約、 上之保契約、 郡上契約では加入の申込不可。

多チャンネル放送

サービス

ハッピー 業務契約では加入の申込不可。

劇スポ 業務契約では加入の申込不可。

レギュラー 業務契約では加入の申込不可。

ライト 新たな加入の申込不可。

セレクト 業務契約では加入の申込不可。

ミニ
対応集合住宅契約、 上之保契約、 郡上契約を除き新たな加入の

申込不可。

第１４条 （放送サービスの種類等の変更）

加入者は、 第１３条 （放送サービスの種類） 第 2 項に定める放送サービスの種類の変更の請求を

することができます。

2	 加入者は、 前項の場合、 料金表に定める変更手数料を支払うものとします。

第１５条 （STB）

ＣＣＮは、 多チャンネル放送サービスの加入者に対し、 １契約ごとに STB （リモートコントローラー

は除く） 1 台を貸与するものとし、 その利用料は多チャンネル放送サービス基本利用料金に含まれ

るものとします。 また、 加入者は、 ２台目以上の STB の増設 ・ 減設をする場合は料金表に定める

費用を支払うものとします。

２	 加入者が故意または過失により STB を破損、紛失した場合には、加入者はその損害分として、

料金表に定める機器補償金をＣＣＮに支払うものとします。

３	 加入者が STB の交換を請求する場合、 ＣＣＮが必要と認めた場合に限り、 加入者が料金表に

定める工事費を支払った上で交換できるものとします。

４	 加入者が STB の通信機能を利用する場合、 設備 ・ 技術的制約等で利用できない場合がある

ことに同意し、 通信機能の利用は加入者の責任において行うものとします。 なお、 ＣＣＮは加入者

が STB の通信機能の利用により被害を被った場合または設備、 技術的制約に起因し通信機能が

利用できなかったことにより損害を被った場合において、 一切の責任を負わないものとします。

５	 ＣＣＮは、視聴状態の確認を行うために、第４３条 （個人情報の取扱い） の規定を遵守した上で、

加入者の使用する STB と、 電気信号による通信を行うことができるものとします。

第１６条 （付加機能を有する STB の利用）

加入者は多チャンネル放送サービスの基本利用料金に加算して、 料金表に定める付加機能を有する

STB の利用料金を支払った場合にのみ、 付加機能を有する STB を利用することができます。

２	 付加機能を有する STB には以下の種類があります。

種類
付加機能

４K BD HDD YouTube

ブルーレイ搭載楽録 − ○ ○ −

楽録

○

ACAS チップ搭載

の STB のみ可

− ○ −

C+STB

○

ACAS チップ搭載

の STB のみ可

−
×

外付け HDD 可
○

３	 C+STB は、 多チャンネル放送サービスとインターネット接続サービスを同時に加入契約する

必要があります。

４	 C+STB の利用には、 KDDI 株式会社が発行する 「auID」 が必要となります。 「auID」 に

関しては、 次の各号を満たすものとします。

（１）	加入者は KDDI 株式会社が定める 「auID 利用規約」 に同意する必要があります。

（２）	C+STB １台につき１個の 「auID」 が予め提供され、加入者は C+STB 利用申込時に 「auID」

の暗証番号を設定するものとします。

（３）	C+STB 上で利用されたコンテンツに対する問い合わせ等の対応のために、 加入者は前項で

提供された 「auID」 が設定されている C+STB の機器情報を、 ＣＣＮが KDDI 株式会社および

JCOM 株式会社へ提供することについて承諾するものとします。

（４）	提供された 「auID」 は、 加入者が C+STB の利用を解除した場合においても自動的に解除

はされません。 なお、解除する場合は、提供元の KDDI 株式会社へ解除手続きを行うものとします。

５	 ＣＣＮは C+STB を設置した加入者に対し、 提携事業者によりコンテンツの提供を行ないます。

なお、 提携事業者によりコンテンツの一部または全部を、 変更もしくは終了することがあります。

ＣＣＮは、 このコンテンツを利用した場合に生じた損害については、 ＣＣＮの故意または重大な過失

による場合を除き、 その責任を負わないものとします。

６	 提携事業者によるコンテンツの利用に際しては、 本約款の他に各提携事業者が定める規約 ・

利用条件等を遵守するものとします。 なお、 「auID」 が必要なサービスを利用する場合は、 トレン

ドマイクロ株式会社が提供する 「ウイルスバスター for au」 が自動的に利用開始となることを承諾

するものとします。

７	 付加機能を有する STB には、 料金表に定める最低利用期間があります。 最低利用期間内に

解約、 解除、 STB を利用できないコースへの変更を行う場合、 加入者はその請求日が属する月の

翌月から当該最低利用期間の終了日が属する月までの未経過月分の月額利用料を乗じた額を支払

うものとします。

８	 加入者は、 付加機能を有する STB の利用または解約をする場合、 料金表に定める費用を支

払うものとします。

９	 ＣＣＮは、 付加機能を有する STB の不具合、 毀損、 紛失等の原因により、 録画・編集したデー

タが滅失した場合または正常に録画できなかった場合等により生じた損害については、 原因の如

何を問わず、 一切の責任を負わないものとします。

１０	 ＣＣＮは、付加機能を有するSTBを修理、交換する場合、付加機能を有するSTBを回収します。

その際、 利用者は、 録画 ・ 編集したデータについての一切の権利を放棄するものとし、 ＣＣＮはそ

の補償を行わないものとします。

第１７条 （オプションチャンネルの利用）

加入者は多チャンネル放送サービスの基本利用料金に加算して、 料金表に定めるオプションチャン

ネルの利用料金を支払った場合にのみ、 オプションチャンネルを利用することができます。 ただし

BS10 スターチャンネルに限り BS 放送サービスでも利用することができます。

２	 オプションチャンネルは、 毎月 1 日から末日までの 1 ヶ月を単位として利用することが出来る

ものとし、 月末までに特に申し出の無い場合には次月以降も継続するものとします。

第１８条 （自主放送サービスの放送番組、 放送内容の変更）

ＣＣＮは、 番組の追加 ・ 削除 ・ 変更を実施する場合があります。

２	 ＣＣＮは、 次の各号の場合、 放送内容を予告無しに変更することがあります。

（１）	天災事変その他の非常事態が発生した場合、 または発生する恐れがある場合。

（２）	その他の事情により緊急に変更せざるを得ない場合。

第４章　IC カード

第１９条 （B-CAS カードの取扱いについて）

B-CAS カードに関する取扱いについては、 B-CAS の 「B-CAS カード使用許諾契約約款」 に定

めるところによります。

第２０条 （C-CAS カード）

ＣＣＮは、 C-CAS カードを必要とする放送サービスを利用する加入者に、 C-CAS カードを貸与

するものとします。 また、 ＣＣＮは必要に応じて、 加入者に C-CAS カードの交換および返却を請

求できるものとします。

２	 C-CAS カードはＣＣＮに帰属し、 ＣＣＮ以外によるデータ追加、 変更、 改竄を禁止し、 それら

が行われたことによるＣＣＮおよび第三者に及ぼされた損害、 利益損失については、 加入者が賠償

するものとします。

３	 加入者が故意または過失により C-CAS カードを破損または紛失した場合には、 加入者はそ

の損害分として、 料金表に定める C-CAS カード発行手数料を支払うものとします。

第５章　放送サービスの休止等

第２１条 （放送サービス利用の休止）

加入者は、 家屋の建て替え等やむをえない事由が発生した場合、 ＣＣＮに届け出て放送サービスの

利用を一定期間休止することが出来ます。 ただし、 この休止期間は合計２年間を限度とします。

２	 加入者は、 前項の場合、 料金表に定める諸費用を支払うものとします。

第２２条 （放送サービスの中断）

ＣＣＮは、 次の各号の場合には放送サービスの提供を中断することがあります。

（１）	有線一般放送施設の保守上または工事上やむをえない場合。

（２）	天災事変等の非常事態または緊急事態等やむをえない事由が発生した場合。

（３）	対応集合住宅において、 棟内施設の保守上または工事上やむをえない場合。

（4）	郡上契約において、 GCN の都合上やむをえない場合。

２	 ＣＣＮは、 放送サービスの提供を中断するときには、 あらかじめその旨を加入者に通知します。

ただし、 緊急時ややむをえない場合にはこの限りではありません。

第２３条 （放送サービスの停止）

ＣＣＮは、 加入者が次の各号のいずれかに該当する場合、 放送サービスを停止することがあります。

ただし、 第１号に該当する場合の停止期間は、 加入者が料金その他の債務を支払い、 ＣＣＮが停止

解除するまでとします。

（１）	加入契約金、 基本利用料金、 その他の利用料金、 工事費等、 諸費用、 その他この約款の規定

により加入者が支払う必要のある債務 （以下 「債務」 といいます。） について支払期日を経過して

もなお、 支払われない場合。

（２）	加入者が、 第３９条 （放送サービスの上映および頒布の禁止） の規定に違反した場合。

（３）	対応集合住宅契約において、 対応集合住宅の建物所有者または管理者の事由により放送サー

ビスの提供ができない場合。

（4）	郡上契約において、 加入者が GCN との加入契約を解除した場合。

２	 ＣＣＮは、 前項の規定により、 放送サービスの提供を停止しようとするときは、 あらかじめそ

の理由、 停止をしようとする日および期間を加入者に連絡します。
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第６章　施設等

第２４条 （施設の設置および費用の負担）

ＣＣＮは、 サービスの提供に必要な施設 （放送センターより受信機までの施設） のうち、 引込設備

までの施設の設置に要する費用を負担し、 これを所有します。 ただし、 加入者は、 料金表に定め

られた引込工事費を負担するものとします。 また、 引込設備の設置工事が 40m 以上に及ぶ場合、

自営柱の建柱、 地下埋設等の特殊な工事を必要とする場合は、 加入者は、 特殊引込工事費を負担

するものとします。 加入者は、 宅内設備の設置工事 （以下 「宅内工事」 といいます） に要する費

用を負担し、 これを所有 （ただし、 STB を除く） します。

2	 対応集合住宅加入においては、 第１項の定めにかかわらず、 加入者は宅内工事に要する費用

を負担し、 これを所有 （ただし、 STB を除く） します。

3	 前項にかかわらず、 共同住宅などの共同利用施設により放送サービスの提供を受けている加

入者の負担する工事費については、 別途協議するものとします。

4	 宅内工事は、 原則としてＣＣＮ指定の業者で実施するものとし、 また、 宅内工事はＣＣＮの指

定する工法および使用機器によるものとします。

5	 加入者は、 ＣＣＮに無断で引込設備の変更、 宅内設備のうち、 STB の設置場所の変更などの

工事はできません。

6	 加入者は、 宅内設備の維持管理を行うものとし、 ＣＣＮは、 有線一般放送施設の維持管理を行

うものとします。

第２５条 （有線一般放送施設、 宅内設備の故障等）

放送サービスが受信できなくなったときには、 加入者がＣＣＮに点検の請求を行うこととします。

２	 点検の結果、 有線一般放送施設、 STB、 C-CAS カードに故障がある場合には、 ＣＣＮがＣＣ

Ｎの負担でその故障設備を修理します。 また、 STB および C-CAS カード以外の宅内設備および

受信機に故障がある場合には、 料金表に定める調査費、 およびその設備の修理に要する費用は加

入者の負担となります。

３	 B-CAS により加入者に貸与された B-CAS カードの機能不全により視聴障害が発生した場合

は、 B-CAS が定めた 「B-CAS カード使用許諾約款」 に基づき、 B-CAS の責任において正常な

カードと交換します。

４	 前項の規定にかかわらず、 加入者の故意または過失により有線一般放送施設、 STB、

C-CAS カードが滅失、 破損した場合には、 その設備の修理等に要する費用は加入者の負担となり

ます。

第２６条 （設備の設置場所等の変更）

加入者は、 同一家屋内においてのみ STB の設置場所の変更が出来るものとします。 ただし、 宅内

工事は原則としてＣＣＮ指定の業者が実施するものとします。

２	 加入者は、 次の各号のいずれかに該当する場合は、 事前にＣＣＮに届け出て STB の設置場所

を変更することが出来ます。 ただし、 第６条 （加入契約の成立） 第２項に該当する場合、 または特

殊契約の場合には、 この限りではありません。

（１）	改築 ・ 増築等同一家屋内または、 同一敷地内で設置場所を変更するときで、 新たに引込工事

を必要とする場合。

（２）	新築等ＣＣＮの業務区域内における住居の変更等により、 設置場所を変更する場合。

３	 加入者は、 前項の場合、 料金表に定める STB 移設工事費を支払うものとします。

第２７条 （設置場所の無償使用等）

ＣＣＮは、 引込設備および自営柱等の特殊設備の設置に関し、 加入者が所有または占有する敷地お

よび構築物等を加入者の承諾の上、 必要最小限において無償で使用出来るものとします。

２	 加入者は、 ＣＣＮおよびＣＣＮの指定する者が、 引込設備、 特殊設備の設置、 検査、 修理、 撤

去および復旧を行うために、 加入者が所有または占有する敷地、 家屋および構築物の出入りにつ

いて協力を求めた場合、 これに便宜を供するものとします。

３	 加入者は、 前項に関して地主、 家主、 管理組合、 その他の利害関係者があるときは、 その責

任であらかじめ必要な承諾を得ておくものとします。

第７章　料金等

第２８条 （加入契約金）

加入者は、 １加入契約あたり料金表に定める加入契約金を支払うものとします。

２	 ＣＣＮは、 加入契約金を割引くことがあります。

第２９条 （利用料金）

加入者は放送サービスの利用に関して、 料金表に定める基本利用料金、 その他の利用料金をＣＣＮ

が指定する方法で支払うものとします。

２	 日本放送協会 (NHK) の定めによる放送受信料 ( 衛星放送受信料を含みます。 ) は、 ＣＣＮが

設定した加入契約金および利用料金には含まれません。

３	 株式会社 WOWOW の有料放送サービス視聴料金は、 ＣＣＮが設定した加入契約金および利

用料金には含まれません。

４	 株式会社スカパー ・ エンターテイメントが提供する有料放送サービス視聴料金は、 ＣＣＮが設定

した加入契約金および利用料金には含まれません。

５	 ＣＣＮは、 地域、 期間または放送サービスの種類を限定し、 基本利用料金を割引く場合があり

ます。

６	 社会情勢の変化 ・ 提供するサービス内容の拡充に伴い、 ＣＣＮは利用料金の改定をすることが

あります。 その場合は改定月の 1 ヶ月前までに加入者に通知します。

第３０条 （利用料金の計算）

放送サービスを受け始めた月の基本利用料金は、 日割り計算により支払うこととし、 それ以降の基

本利用料金は、 利用期間が１ヶ月に満たない場合であっても１ヶ月分を支払うものとします。

２	 放送サービスを受け始めた月の STB 利用料金は、 日割り計算により支払うものとします。 そ

れ以降の STB 利用料金は、 利用期間が 1 ヶ月に満たない場合であっても 1 ヶ月分を支払うもの

とします。

３	 オプションチャンネルは、STB １台ごとの利用料金を、利用期間が 1 ヶ月に満たない場合であっ

ても、 1 ヶ月分を支払うものとします。

第３１条 （消費税相当額の加算）

ＣＣＮは、 料金等に、 消費税相当額を加算して計算します。 ただし、 損害金に相当するものは、 消

費税相当額を加算しません。

第３２条 （端数処理）

ＣＣＮは、 料金その他の計算において、 その計算結果に 1 円未満の端数が生じた場合は、 その端

数を切り捨てます。

第３３条 （利用料金の減免）

ＣＣＮが第２５条 （有線一般放送施設、 宅内設備の故障等） の事由により第１３条 （放送サービスの

種類） に定めるすべての放送サービスを、 加入者が点検の請求をＣＣＮに申し出てから 1 日から末

日までの 1 ヶ月の中で継続して 10 日以上行わなかった場合には、 その月の基本利用料金および

その他の利用料金は無料とします。

２	 第２１条 （放送サービス利用の休止） に基づき、 放送サービスの休止をした場合、 基本利用料

金およびその他の利用料金は無料とします。 ただし、 この場合加入者は、 休止した日の属する月の

翌月から再開した日の属する月の前月までの期間の料金表に定める費用を支払うものとします。

３	 ＣＣＮは災害等の発生または発生するおそれがある場合、 料金または工事に関する費用を徴収

することが適当ではないと判断したときは、 料金表の規定にかかわらず臨時にその料金または工

事に関する費用を減額または免除する場合があります。

第３４条 （利用料金等の請求および支払）

ＣＣＮは、 料金表に定める料金等をＣＣＮの指定する方法で請求するものとします。

２	 加入者は、 料金表に定める料金を加入申込書およびＣＣＮサイト記載の指定期日に、 ＣＣＮが

認めた金融機関口座またはクレジットカード会社から支払うものとします。

３	 ＣＣＮは、 原則として加入者に対し、 請求書、 領収書、 利用明細紙面通知の発行を行わないも

のとします。 ただし、 加入者が請求書、 領収書の発行を求めた場合はこの限りではありません。 Ｃ

ＣＮは、 加入者が利用明細紙面通知の発行を求める場合、 １通につき料金表に定める費用を請求します。

第３５条 （クレジットカード支払いに関する特約）

加入者が支払うべき料金等を、 加入者が指定するクレジットカードで支払う場合、 加入者はクレジッ

トカード会社の規約に基づいて支払うものとします。

２　加入者は、 加入者からＣＣＮに申し出をしない限り、 継続して前項と同様に支払うものとします。

また、 クレジットカードでの支払いができない場合、 加入者はＣＣＮの指定する方法で料金を支払

うものとします。

３　加入者は、 ＣＣＮに届け出たクレジットカード番号 ・ 有効期限に変更があった場合、 遅滞な

くＣＣＮにその旨を連絡するものとします。

４　ＣＣＮは、 加入者が指定したクレジットカードの会員資格を喪失した場合はもちろん、 加入

者の指定したクレジットカード会社の利用代金の支払い状況によっては、 ＣＣＮまたは加入者の

指定したクレジットカード会社の判断により一方的に本手続きを解除できるものとします。

第３６条 （延滞金）

加入者は、 料金等の債務を延滞した場合、 支払い期日の翌日から支払いの日までの期間に応じて、

年利 14.6％の延滞金をＣＣＮに支払うものとします。

第８章　権利の譲渡および地位の継承

第３７条 （権利の譲渡）

ＣＣＮは、 加入者の加入契約上の権利の譲渡を禁止します。 ただし、 加入者が正当な事由をもって

あらかじめＣＣＮに届け出、 ＣＣＮがこれを認めた場合には、 この限りではありません。

２	 前項により、 権利の譲渡があった場合、 譲受人 （新加入者） は、 譲渡人 （旧加入者） の総て

の義務を継承するものとします。

第３８条 （地位の継承）

相続または法人の合併により加入者の地位の継承があった場合には、 相続人または合併後の存続

法人もしくは合併により設立された法人は、 これを証明する書類を添えて速やかにＣＣＮに届け出

るものとします。

２	 前項の場合、 相続人が 2 人以上あるときは、 その内の 1 人をＣＣＮに対する代表者として届

け出るものとします。

３	 権利の譲渡および地位の継承に伴い、 STB の設置場所の変更を行う場合、 第２６条 （設備の

設置場所等の変更） を準用します。

第９章 雑則

第３９条 （放送サービスの上映および頒布の禁止）

ＣＣＮは、 加入契約の有効期間中はもとよりその終了後であっても、 また、 対価の有無にかかわら

ず、 加入者がＣＣＮの放送サービスを公に上映すること、 またはその複製物等を頒布することを禁

止します。

第４０条 （不正利用の禁止）

ＣＣＮは、 加入者が加入申込書または加入申込書式等によりＣＣＮに登録した場所以外で放送サー

ビスを利用することを不正利用として禁止します。

２	 ＣＣＮは、 加入者が前項に違反した場合、 その状況に応じた利用料金相当額を請求できるもの

とします。

第４１条 （禁止事項）

ＣＣＮが設置した引込設備および STB を、 加入者が他人に貸与、 質入れ、 譲渡することを禁止し

ます。

２	 ＣＣＮは、 加入者が直接または間接を問わず、 STB の本体およびコンピュータプログラムにつ

き、 複製、 改造、 変造、 解析などを行うことを禁止します。

３	 ＣＣＮは、 加入者が第１項または第２項に違反したと認めた場合、 加入契約を解除し、 STB の
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返還請求が出来るものとします。 この場合、 加入者はＣＣＮからの返還請求日より起算し、 10 日

以内に返却する義務を負います。 なお、 ＣＣＮは違反した者に損害賠償の請求が出来るものとしま

す。 また、 期間を経過して STB の返却がない場合は、 これらの代金相当額を請求出来るものとし

ます。

第４２条 （損害賠償）

ＣＣＮおよび加入者は、 その責に帰すべき事由により相手方に損害を与えた場合には、 その損害を

賠償するものとします。

２	 ＣＣＮは、 加入者が所有、 使用するテレビ等、 機器一切について、 何ら動作保証責任も負わな

いものとします。 また、 これらに起因して生じた一切の損害等に対しても、 何ら責任を負わないも

のとします。

３	 第１項にかかわらずＣＣＮは、 番組内容の変更等、 放送サービスの休止、 停止、 中断等により

加入者に損害が生じた場合であっても、 その責任を負わないものとします。

第４３条 （個人情報の取扱い）

ＣＣＮが別に定める 「個人情報の取扱いについて」 に準ずるものとします。

第４４条 （営業区域）

営業区域は、 ＣＣＮが別に定めるところによります。

第４５条 （協議事項）

この約款に定めのない事項、 またはこの約款の解釈に疑義が生じた場合には、 ＣＣＮと加入者は誠

意をもって協議の上、 その解決にあたるものとします。

附則

（１）	ＣＣＮは、 特に必要があるときには、 この約款に特約を付することができるものとします。

（２）	２０２5 年 3 月 1 日より改訂施行。
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放送サービス料金表

第１章　通則

第 1 条 （料金表の適用）

ＣＣＮが提供する放送サービスに関する料金はこの料金表に規定します。

第 2 条 （料金等の変更）

ＣＣＮは放送サービスに関する利用料金を変更することがあります。 この場合、 ＣＣＮは加入者に予めその旨を通知するものとします。

２	 ＣＣＮは加入促進のため、 この料金表の料金を値引きすることがあります。

第３条 （消費税相当額の加算）

この料金表に規定する利用料金は 10％の税込額です。

2　 解除料は課税対象外です。

第２章　料金

（１） 加入契約金

サービス区分
加入契約金

業務契約

地上放送サービス

44,000 円

44,000 円

BS 放送サービス

多チャンネル放送サービス 88,000 円

（２） 基本利用料金

①地上放送サービス

コース 契約単位

月額利用料

備考
一般契約

対応集合住宅契約
山県契約 上之保契約 下呂契約 郡上契約

電波障害	

対策契約
共聴契約

タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 タイプ 4

ベーシック

光テレビ 地デジ
世帯 1,870 円 － － － － 1,650 円 1,870 円 1,320 円 － － － 一般契約の新たな加入の申込不可

コミュニティ 世帯 － － － － － － － － － － 1,100 円 一般契約の新たな加入の申込不可

※業務契約の基本利用料金は別途定めます。

② BS 放送サービス

コース 契約単位

月額利用料

備考
一般契約

対応集合住宅契約
山県契約 上之保契約 下呂契約 郡上契約

電波障害	

対策契約
共聴契約

タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 タイプ 4

光テレビ BS 地デジ 世帯 2,305 円 － － － － 2,305 円 － 2,305 円 － 2,305 円 1,650 円

※業務契約の基本利用料金は別途定めます。

※ＣＣＮは加入促進のため利用料金、 工事費を割引くことがあります。 割引の適用条件により、 最低利用期間および解除料を適用する場合があります。

③多チャンネル放送サービス

コース

契約単位
月額利用料

備考
一般契約

対応集合住宅契約

山県契約 上之保契約 下呂契約 郡上契約
電波障害

対策契約
共聴契約追加 STB

（1 台毎）
タイプ 1 タイプ 2 タイプ 3 タイプ 4

ハッピー 世帯
5,390 円 4,290 円 4,604 円 4,510 円 5,390 円 5,390 円 5,390 円 5,390 円 3,740 円 5,390 円 5,390 円 2025 年 3 月利用分までは各 330

円引き ( 追加 STB は除く )台 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円

劇スポ 世帯
4,510 円 3,410 円 3,724 円 3,630 円 4,510 円 4,510 円 4,510 円 4,510 円 2,860 円 4,510 円 4,510 円 2025 年 3 月利用分までは各 330

円引き ( 追加 STB は除く )台 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円

レギュラー 世帯
4,510 円 3,410 円 3,724 円 3,630 円 4,510 円 4,510 円 4,510 円 4,510 円 2,860 円 4,510 円 4,510 円 2025 年 3 月利用分までは各 330

円引き ( 追加 STB は除く )台 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円

ライト 世帯

－ 3,080 円 3,394 円 － － 4,180 円 － 4,180 円 2,530 円 4,180 円 4,180 円 新たな加入の申込不可

2025 年 3 月利用分までは各 330

円引き ( 追加 STB は除く )台 － 3,080 円 3,080 円 － － 3,080 円 － 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円

セレクト 世帯
3,080 円 1,980 円 2,293 円 2,200 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 1,980 円 3,080 円 3,080 円 2025 年 3 月利用分までは各 330

円引き ( 追加 STB は除く )台 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円 3,080 円

ミニ 世帯

2,350 円 1,205 円 1,519 円 － 2,305 円 2,305 円 2,305 円 2,305 円 2,195 円 2,305 円 － 一般契約、 山県契約、 下呂契約、 電

波障害対策契約の新たな加入の申込

不可台 1,205 円 1,205 円 1,205 円 － 1,205 円 1,205 円 1,205 円 1,205 円 2,195 円 1,205 円 －

※月額利用料には、 オプションチャンネルの利用料金、 NHK 地上および衛星受信料、 WOWOW、 BS スカパー！が提供する有料放送の視聴料は含みません。

※業務契約の基本利用料金は別途定めます。

※多チャンネル放送サービスの STB を２台以上設置する場合は、 料金表の順の通り、 上位コースを１台目の基本利用料金として適用します。

※ＣＣＮは加入促進のため利用料金、 工事費を割引くことがあります。 割引の適用条件により、 最低利用期間および解除料を適用する場合があります。
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（３） その他の利用料金

① STB

種類

契約単位

（STB

１台毎）

月額利用料

利用可能コース 最低利用期間

備考
ハッピー 劇スポ

レギュ

ラー
セレクト ミニ ライト

BS

地デジ

ベー

シック

コミュ

ニティ 解除料

ブルーレイ搭載楽録 台 2,200 円 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － 24 ヶ月
2,200 円

×残存月数

C+STB 台 990 円 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － － 12 ヶ月
990 円

×残存月数

楽録 台 990 円 ○ ○ ○ ○ ○ ○
－

注１
－ － 12 ヶ月

990 円

×残存月数

注１ BS地デジコースにおいて楽録を設置するサー

ビス （月額 1,320 円） は新たな加入の申込不可

STB 台 － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － －

②オプションチャンネル

内容

契約単位

（STB

１台毎）

月額利用料

BS10 スターチャンネル
台

（BS チューナー可）
1,980 円

グリーンチャンネル

台 1,100 円

グリーンチャンネル 2

衛星劇場 台 1,980 円

東映チャンネル 台 1,650 円

フジテレビ ONE スポーツ ・ バラエティ

台 2,310 円フジテレビ TWO ドラマ ・ アニメ

フジテレビ NEXT ライブ ・ プレミアム

フジテレビ NEXT ライブ ・ プレミアム 台 1,980 円

レジャーチャンネル 台 990 円

SPEED チャンネル 台 990 円

J SPORTS 1

台 2,514 円

J SPORTS 2

J SPORTS 3

J SPORTS 4

J SPORTS 4 台 1,430 円

内容

契約単位

（STB

１台毎）

月額利用料

テレ朝チャンネル 1 台 660 円

V ☆パラダイス 台 770 円

V ☆パラダイス HD 台 990 円

パラダイステレビ

台 2,959 円

レインボーチャンネル

パラダイステレビ 台 2,200 円

レインボーチャンネル 台 2,530 円

KNTV 台 2,750 円

アニマックス 台 812 円

日本映画専門チャンネル 台 770 円

時代劇専門チャンネル 台 770 円

ディズニー ･ チャンネル

台 870 円

ディズニージュニア

Mnet 台 2,530 円

日テレ G+ 台 990 円

日経 CNBC 台 990 円

タカラヅカ ・ スカイ ・ ステージ 台 2,970 円

アニメシアター X （AT–X） 台 2,180 円

CNN U.S. 台 1,980 円

※パラダイステレビおよびレインボーチャンネルを契約できるのは 20 歳以上であり、 加入申込時には年齢を証明できる書類の提出等が必要となります。 また、 20 歳未満の方の視聴制限は、 加入者の責任において行うも

のとします。	

※郡上契約では V ☆パラダイス、 パラダイステレビ、 レインボーチャンネルは申込できません。

※タカラヅカ ・ スカイ ・ ステージ、 アニメシアター X （AT–X)、 V ☆パラダイス HD、 CNN U.S. は、 ACAS チップ搭載の STB を契約する場合のみ申込できます。

③オプションサービス

内容 単位 月額利用料 備考

番組ガイド誌 （ＣＣＮ TVnavi） 冊 220 円 ハッピー、 劇スポ、 レギュラーを利用の場合、 世帯につき 1 冊目無料 （複数契約であっても 1 冊目のみ無料）

利用明細紙面通知 通 132 円

（４） 工事費等

内容 金額 備考

引込工事費 26,400 円

特殊引込工事費 実費 引込工事費に含まれない自営柱の建柱、 地下埋設、 40m 以上に及ぶ引込等の特殊工事が発生する場合

放送サービス工事費 18,480 円 チャンネル調整、 STB の設置、 増幅器の設置 ・ 調整等

引込撤去工事費 6,600 円
ＣＣＮのインターネットまたは電話サービスを継続利用する場合を除く

2022 年 7 月以降の加入契約を除く

引込移設工事費 5,500 円

移転工事費 5,500 円

休止工事費 5,500 円

再開工事費 5,500 円

STB 交換工事費 3,850 円 STB の利用期間が 2 年以下の場合

STB 撤去工事費 3,850 円 STB の利用期間が 2 年以下の場合

STB 増設工事費 8,800 円

点検 ・ 調査費 5,500 円 加入者設備区分の調査

補修 ・ 修繕 ・ 改修費 実費
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その他上に記載のない場合 実費

※予め金額が設定されていない場合 （実費）、 ＣＣＮは事前に見積を提示します。

（５） 諸費用

内容 金額 単位 備考

コース変更手数料 1,100 円 回 STB の増設、 撤去含む

解約 ・ 解除手数料 2,200 円 回 2022 年 7 月以降の加入契約を除く

停止再開手数料 1,100 円 回

利用休止 550 円 月 休止期間中毎月発生

STB 機器補償金 11,000 円 台 加入者の過失による故障 ・ 紛失の場合

楽録 ・ C+STB 機器補償金 38,500 円 台 加入者の過失による故障 ・ 紛失の場合

ブルーレイ搭載楽録機器補償金 72,600 円 台 加入者の過失による故障 ・ 紛失の場合

STB 用リモートコントローラー 3,850 円 台 保証期間 （1 年） 内の通常使用における故障の場合は無料

V-ONU 機器補償金 14,300 円 台 加入者の過失による故障 ・ 紛失の場合


